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令和２年度５月補正予算の概要について

令和２年５月１日

令和２年度５月補正予算の概要を発表いたします。

今回の補正予算は、

国が示した新型コロナウイルス感染症緊急経済対策、

さらには、本県における感染状況や県内経済への影響を踏まえ、

喫緊に措置すべき経費について計上いたしました。

その主な内容といたしましては、

感染症の拡大防止と医療提供体制の整備として、

・医療機関における患者の受入れ環境整備や感染防止対策、

・入院病床や軽症者等受入れ施設の確保、

・地域外来の設置による効率的な検査体制の構築、

・休業要請に伴う感染症拡大防止協力金の交付、

雇用の維持と事業の継続として、

・中小企業者への資金繰り支援の強化、

・雇用調整助成金に係る事業者負担の更なる軽減、

・前払利用券発行による飲食店支援

・オンラインストアを活用した農畜産物の販売促進

などに要する経費を計上いたしました。

以上により、一般会計における補正予算の総額は、

５８５億４千８百万円、

本年度予算の累計は、

１兆５，００３億８千４百万円となります。

福島県財政課

電話 ０２４－５２１－７０８９
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資 料

令和２年度５月補正予算主要事業一覧

（単位：千円）

＜一般会計＞

１ 感染症の拡大防止と医療提供体制の整備 計 １０，２５７，９１８

主な内訳

（１）医療機関における感染患者受入れ環境の整備や感染防止対策

（新型コロナウイルス感染症対策本部：医療対策班、保健福祉部：地域医療課）

８０２，２２０

医療機関における感染患者の重症化防止や感染防止のための設備整備を支援する

とともに、医療従事者等の感染防止のために必要となる物資を調達し、配布する。

（２）入院病床の確保（新型コロナウイルス感染症対策本部：医療対策班）

３，０７５，７５０

今後の感染拡大に備えた医療提供体制を整えるため、空床や一般外来診療への損

失補填により、感染患者の入院病床を確保する。

（３）軽症者等受入れ施設の確保・運営

（新型コロナウイルス感染症対策本部：医療対策班、観光交流局：観光交流課）

９１７，０２０

感染症の軽症者等が療養するための宿泊施設を確保し、運営管理を行うとともに、

軽症者等の病状管理を行う。

（４）地域外来の運営事業（新型コロナウイルス感染症対策本部：医療対策班）

１７９，１１９

帰国者・接触者相談センターの負担を軽減し、効率的な検査体制を構築するため、

診療所等からの紹介で診療や検査を実施できる地域外来の運営を委託する。

一部県独自
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（５）休業要請に伴う感染症拡大防止協力金（商工労働部：商工総務課）

３，０２３，７８１

緊急事態措置に基づく施設休止の協力要請や協力依頼の対象事業者に協力金を支

払うことで、県民の不要・不急の外出自粛を促し、感染症の拡大を防止する。

２ 雇用の維持と事業の継続 計 ４７，７８９，６７２

主な内訳

（１）中小企業者の資金繰り支援（商工労働部：経営金融課）

４５，９０３，７１３

感染症の拡大により事業活動に影響を受けた中小企業者の資金繰りをさらに支援

するため、民間金融機関を通して３年間実質無利子で融資する制度を創設する。

（２）雇用調整助成金への上乗せ（商工労働部：雇用労政課）

５１４，４２５

一時的な休業等により労働者の雇用を維持する事業主に対し、国の雇用調整助成

金における事業主負担分について上乗せして助成し、雇用環境の安定を図る。

（３）前払利用券発行による飲食店支援（商工労働部：商工総務課）

９５１，９１２

飲食店で利用できるプレミアム付き前払い利用券の発行に対して助成し、利用が

落ち込んでいる飲食店の当面の事業資金確保を支援する。

（４）オンラインストアを活用した農畜産物の販売促進

（農林水産部：農産物流通課）

６６，９６３

農畜産物の販売促進のため、オンラインストアへの新規出店を支援するとともに、

割引クーポンの発行や県産牛肉のプレゼントキャンペーンを実施する。

一部県独自

県独自

県独自

県独自

県独自
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令和２年度５月補正予算の概要

（単位：百万円）

１ 予 算 規 模

補 正 額 ５８，５４８

本 年 度 予 算 現 計 額 １，４４１，８３６

本 年 度 予 算 累 計 額 １，５００，３８４

前 年 度 同 期 予 算 額 １，４６０，３２８
（令和元年度当初予算）

前 年 度 同 期 比 １．０３倍

前 年 度 同 期 比 増 減 額 ４０，０５６

２ 補正額の財源内訳

国 庫 支 出 金 １１，９８９

繰 入 金 ７８１

諸 収 入 ４５，７７８

（注）表示単位未満の端数については、記載区分毎に四捨五入している。
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～ 東日本大震災以降、これまでの補正予算編成について ～

■ 平成２２年度一般会計補正予算総額 １７０億７，１００万円

【第５号】（平成23年３月22日専決）

【第６号】（平成23年３月31日専決）

■ 平成２３年度一般会計補正予算総額 １兆４，７１４億４，１００万円

【第１号】（平成23年４月15日専決）～

【第12号】（平成24年３月30日専決）

■ 平成２４年度一般会計補正予算総額 ２，３０４億７，１００万円

【第１号】（平成24年５月18日専決）～
【第12号】（平成25年３月29日専決）

■ 平成２５年度一般会計補正予算総額 ４１７億３，２００万円

【第１号】（平成25年４月23日専決）～

【第８号】（平成26年３月31日専決）

■ 平成２６年度一般会計補正予算総額 ２，７５７億５，６００万円

【第１号】（平成26年７月２日議決）～

【第９号】（平成27年３月31日専決）

■ 平成２７年度一般会計補正予算総額 １，５１１億３，１００万円

【第１号】（平成27年７月１日議決）～

【第７号】（平成28年３月31日専決）

■ 平成２８年度一般会計補正予算総額 ２，０１６億４，８００万円

【第１号】（平成28年７月６日議決）～

【第５号】（平成29年３月31日専決）

■ 平成２９年度一般会計補正予算総額 ▲１，７１１億７，３００万円

【第１号】（平成29年７月５日議決）～

【第７号】（平成30年３月30日専決）

■ 平成３０年度一般会計補正予算総額 ▲１，０５９億７，２００万円

【第１号】（平成30年７月６日議決）～

【第９号】（平成31年３月29日専決）

■ 令和元年度一般会計補正予算総額 ５３３億７，６００万円

【第１号】（令和元年７月４日議決）～

【第10号】（令和２年３月31日専決）
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